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「退耕還林と山村社会の内発的発展 
              ―政府と農民の対立構造の克服」 
Land Conversion Program from Farm to Forest Land and  
Endogenous Development in Mountain Village 
－Beyond the Conflict between the Government and Farmers－  
 
１． 本論文の目的 
中国政府は 1998 年の長江大洪水災害を契機として、翌 1999 年に人類史上最大規模の造
林政策・退耕還林に着手した。農家は農地を放棄して林地に転換するプロジェクトに動員
され、計画通り1500万ヘクタールを退耕すれば、一億人以上の農民が農地を部分的に失う。 
 本論文は、黄河流域と長江流域にそれぞれ調査地を選定し、退耕還林導入の山村社会の
変化を分析することを目的としている。三年間に亘る参与観察の結果、住民は退耕還林政
策に充分に対応できておらず、生活の不安が非常に高まっていることが明らかになった。 
 甚だしい農村・農民の窮状に接し、論者は退耕還林実施後の地域社会を安定させるため、
持続可能発展モデルを構築する課題に取り組むことになった。地元政府・NGO・村民と協
力しながら植林を支援するプロジェクトを実施し、生態系の回復と生計の自立による貧困
緩和を両立させる手段を模索することが本論文の課題である。 
 
２． 本論文の構成 
 序章から終章までの七章で構成されている。 
 
序章：本研究の背景と研究の枠組 
第１章：中国の西部大開発と環境・林業からみる持続可能性 
第２章：黄河流域の退耕還林―陝西省延安市近郊の馬家坪村の事例から 
第３章：長江流域の退耕還林―貴州省黔西県素朴鎮古勝村の事例から 
第４章：退耕還林政策への農民の不適応―政府と農民の意識の乖離 
第５章：古勝村における内発的発展 
終章 
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具体的には序章の「問題提起と研究の目的」から始まり、「終章」までの 7 章延べ 25 節
から構成されている。下記に各章の概略と各章の名称を記す。 
 
序章 
 １．問題提起と本研究の目的 
 ２．先行研究の課題と本研究の枠組み 
 ３．分析対象地域と論文の構成 
 
概要：問題提起と本研究の目的と課題を明らかにし、諸先行研究の問題点と本研究の枠
組みを提示し、研究の理論的枠組みと研究の手法を明示している。さらに分析対
象地域の選定と分類、及び本論文の構成を紹介している。 
今なぜ退耕還林政策なのか。そして西部地域で発展パラダイムの転換を求める
必要があるのか、を問題意識として、農山村地域社会での動態を捉え、現地調査
に基づく退耕還林政策についての政策提言を試みる。理論的な枠組みとして内発
的発展論を基に、山村の持続可能な発展へのパラダイム改革の必要性を論じてい
る。 
先行研究の核として中国社会の変化を分析し、農村地域社会はどのような条件
のもとで内発的発展への指向、即ちそれぞれの地域が、それぞれの自然生態系と
歴史的条件、社会・文化・伝統によって異なる発展の経路を自律的に創りだし、
実践することが可能となるか。また、どのような条件で外向指向が強化されるの
かが記述されている。 
理論モデルの構築とその検証を行うことにとどまらず、現実社会に生起する諸
問題や政策運営の諸矛盾を告発し、その解決の方向性や議論の大枠を提示するた
めの研究であることを志している。即ち論者はクリティカル・サイエンスを指向
している。研究の手法として、本論文は黄河流域と長江流域でそれぞれ調査地を
選定し、退耕還林導入後の山村社会の変化を、実証的な現地調査と相互参加型リ
サーチを介しての分析を試みている。その結果、退耕還林導入後に、住民はこの
政策に適応できておらず、生活の不安が非常に高まっていることが明らかになっ
た。そこで論者は、退耕還林実施後の地域社会を安定化するために、NGO と農民
が協働して、新たな発展モデルを構築する課題に取り組み、その成果を分析した。 
 
第１章 中国の西部大開発と環境・林業からみる持続可能性 
１．中国の農村地域の環境と開発を巡る持続不可能な構図 
２．西部大開発と西部農村地域の貧困問題 
３．中国林業の歴史的展開と退耕還林 
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概要：中国における環境と持続可能な発展の課題をまとめ、環境問題、人口問題、貧困
問題を構造的に解明し、中国の林業政策、とりわけ退耕還林政策の内容と直面す
る課題を抽出し、税収と地域経済の問題、退耕還林地選定の問題、食糧補助金の
問題、土地使用権の問題など学術的な論争を分析している。 
 
第２章  
 １．地域（陝西省馬家坪村）の概況 
 ２．退耕還林政策による地域社会の変容 
 ３．退耕還林に対する農家の意識 
 ４．小括 
 
 概要：本研究の分析対象地を、退耕還林政策下の長江流域と黄河流域の典型的な農山村
に設定した。選定の基準としては、長江と黄河流域に一箇所ずつ、自然生態系の
脆弱な、貧困度の高い、退耕還林政策への参加農家の占める割合の高い、そして
自由な調査が実施可能な村とした。黄河流域は黄土高原でも自然生態系の脆弱な、
開墾による表土流出の激しい地域であり、朱鎔基前首相は延安地域を、「退耕還林」
の実験モデル地域に決定した。 
第２章では植林政策と生産転換への行政支援が成功していると評価される、黄
河流域の陝西省延安市近郊の馬家坪村の実地調査を解析し、退耕還林政策の実態
を明らかにした。農家への家計調査と意識調査データはランダムサンプリングで
調査対象農家を選定し、調査時に村内にいる世帯の代表者を対象に実施した。馬
家坪村における調査では、2003 年 8 月の一ヶ月の調査期間中に、村の 67％にあた
る 93 世帯への調査を実施した。政府は貧困扶助融資などで村民を支援し、ハウス
栽培などには成功してきた。しかし、2003 年の段階でハウス栽培によって所得を
上昇させていたのは、村内の 10％ほどの世帯にすぎなかった。畜産の囲み飼い政
策は失敗しており、放牧の禁止にともなって多くの農家が山羊を売却し、畜産は
ほぼ壊滅状態にあった。その一方で大量の余剰労働力が、出稼ぎ先を見つけられ
ないまま滞留している状況が明らかになった。しかも退耕還林参加農家に対する
補助食料が規定通りに支給されておらず、農家の不信感が増大している。この結
果ハウスで成功した層と、政府からの補助にのみ依存し、新しい生業や仕事が見
出せない層との間の貧富の格差が急拡大していた。 
 
第３章 
 １．地域（貴州省古勝村）の概況 
 ２．退耕還林政策による地域社会の変容 
 ３．退耕還林に対する農家の意識 
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 ４．小括 
  
 概要：長江上流域の古勝村での実地調査を分析し、植林政策と生産転換への行政支援が
足らず、農民がほとんど政府に協力しないこの山村において、退耕還林政策の実
態を解明した。貴州省は中国で唯一平野を持たない山間省であり、貧困省である。
2002 年 8～9 月の３週間、2002 年 12 月～2003 年 1 月の３週間、さらに 2005 年
2 月の３週間、古勝村で村の 24％にあたる 64 世帯への家計調査と意識調査に加え
て、地方政府と農民の代表人物への聞き取り調査を行った。 
     古勝村では退耕還林の結果、農業生産、畜産生産のいずれもが衰退し、一般の
農家がほぼ唯一の可能性として選択できるのは、遠方での出稼ぎ労働という状況
であった。養鶏のプロジェクトの失敗が物語るように、政府がせっかく融資して
も農家の側の技術不足で失敗し、債務の返済は滞って政府も融資に消極的になっ
てしまった。このような状況が続く限り、食糧補助の終了とともに、出稼ぎなど
に依存できない多くの農家が生存問題に直面し、それが再開墾を促す可能性が高
い。 
 
第４章 
 １．農民の適応戦略 
 ２．苗木供給の問題をめぐる政府と農民の対立 
 ３．林間間作をめぐる政府と農民の対立 
 ４．小括 
 
 概要：黄河流域でも長江流域でも、農家が退耕還林に十分に適応できない政策上の理由
として、林間間作禁止、林間放牧の禁止、苗木の供給方式がトップダウンである
ことが共通する問題として浮かび上がってきた。植林地の中で、大豆やイモなど
を間作するアグロフォレストリーや放牧を行うことに関して、政府は「退耕還林
条例」で厳しく禁じている。 社会不安を減少させ、農民の生活を安定させると
いう観点からすれば、樹木が小さいあいだの間作は許可すべきであるし、樹木が
生長して牛に食べられる心配がなくなったら、林間放牧を許可すべきであろう。
そうした政策は、生活を安定させ、植林へのインセンティブを高めると同時に、
実は樹木の生長を早めるとともに、堆肥の林地への投入を促し、地域の物質循環
機能を復活させるという、生態環境上のメリットも大きいことが明らかになった。 
 また苗畑は村内に設置して、村内の農家が責任を持って育苗し、村民の好む苗
が供給されれば、植林へのモチベーションは格段に高まり、8 年後にも「せっかく
植えた木を伐採するのはもったいない」という意識を生み出すことになるであろ
うと目されている。 
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第５章  
 １．政府開発のインセンティブから村発展のモティベーションへ 
 ２．方法論としての内発的な発展論 
 ３．徹底した人間本位 
 ４．能力の内生 
 ５．制度の内生 
 ６．社会インフラの内生 
 ７．自然資源の内生 
 ８．内発的な発展プロジェクト実施後の調査結果 
 ９．小括 
 
概要：古勝村では政府からの支援策も十分でなく、補助期間終了後に再開墾という事態
の発生が強く懸念されている。そこで論者は地元及び北京の NGO と協力して農民
のモティベーションを高め、政府と農民の協力関係を再構築しながら、退耕還林
を成功に導くためのパイロット・プロジェクトを試みた。 
 村民が自ら話し合い発展の道を模索する中で、マイクロクレジットの実施、村
民が好む経済樹種の導入、住民の生活を支援するための道路や水道など生活イン
フラの設備など、住民組織と NGO と地元政府との三者協働のプロジェクトを実施
した。この結果、政府と農家の不信感は緩和され、出稼ぎのみならず、畜産や果
樹・茶樹などの経済樹木の振興によって村が発展する可能性が見えてきた。 
 
終章 
 １．本研究で明らかになったこと 
 ２．内発的発展論の含意 
 
 概要：本論文は退耕還林政策を通じて、中国の山村地域の貧困を克服する持続可能な発
展のあり方について論じた。黄河流域の馬家坪村と長江流域の古勝村での現地調
査に基づき、退耕還林の政策が展開されている農山村の社会変動と住民の意識の
変化を解明し、退耕還林政策についての政策提言を行い、さらに、内発的発展論
に基づき、農山村の環境と経済が両立する方法論を、相互参加型リサーチをとお
して検証した。 
     本研究で明らかになったことの第一は、黄土高原の馬家坪では政策実施３年後
に、植林と耕作中止によって、自然生態系が迅速に修復されつつある。退耕還林
政策が、環境面においては有効な政策であることが確認された。経済面では政府
が 5～8 年間の補助金支給によって、農家に時間的猶予を与え、その間に畜産・林
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業など新たな生業活動の振興を期待してきた。しかし、馬家坪村、古勝村の両村
では農業に代替する新規地場産業の創出はごく限定的なものにとどまり、地域全
体の経済の振興には到っていない。退耕還林の実施により農家の労働は軽減され
たが、これらの人的資源は地域の発展の力にならず、その多くは公共事業現場へ
の出稼ぎや休息に充てられている。他方、古勝村の内発的発展プロジェクトは、
村民自治組織の創出と、村民の人間関係の改善、住民参加の徹底を通して、人間
と自然との関係修復につながり、確実に成果を上げつつある。政府の政策の理解
にもつながり、政府との協働が生まれた。 
     2006 年、古勝村は農民の生活向上を重視する「社会主義新農村」に指定された。
今後、この小さな山村の社会変容の経験がどのように他地域へ伝播するのか、ま
た村自身がどのように変化するか、ひき続いて研究を試みる。 
 
３． 評価 
 
 本論文は人類と自然生態系の調和の再現を指向する、文明史上の大実験ともいうべき中
国政府の退耕還林政策の評価を、長江及び黄河流域の農村での農家意識・農家経済・農村
地域の動態の三側面から詳細にアンケート・聞き取り調査を行い、日本では初めての、中
国でもきわめて稀な、退耕還林政策の成果を予測する一次情報の把握を試みたものである。
現場を顧みることの少ない、上からの政策論、統治政策として位置付けられ、成否が論じ
られてきた退耕還林政策を、政策の実践主体である参加農民、農村地域社会の視座から評
価・総括しようとする意欲的・民主的な試みである。 
 本論文の特長は、参与観察により現状では成功が覚束ないことが判明した退耕還林政策
の現場で、退耕還林実施後の地域社会を安定させるために相互参加型リサーチにより、持
続可能なモデルを構築する課題に取り組んだことである。地元政府・NGO・村民と協力し
ながら植林を支援するプロジェクトの実施を通して、生態系の回復と生計自立による貧困
緩和を両立させる手段を模索し、一定の方向性を見出していることが注目される。 
 このプロジェクトの結果、補助終了後の生活に不安を抱えていた人々が、未来への展望
を持って、主体的な取り組みを始めるようになった。計画経済の中国ではあり得なかった
協働のプロジェクトの成果を現時点で下記の３点にまとめることができよう。 
 第一に、発展の主体は地元の農家と行政担当者を含めた地域の全住民であることを、プ
ロジェクトを通じて確認した。住民の意識を尊重し、もっとも要望の強い生活インフラの
整備から始まって、それを生態系保全につなげていくという草海農民協会の手法は、退耕
還林においてもその有効性が確認できた。中国の植林を支援する国際援助期間や NGO の数
は多いが、成功のためには地域内のステークホルダー間の支配関係をも打開し、植林のみ
に資金を集中するのでなく、住民生活を支援する包括的プログラムを住民主体で実施する
中で、その延長上に植林を位置付けるという発想の転換が必要であることを示すことが出
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来た。 
 第二に、社会的インフラストラクチャー、自然資源、社会制度という三つの社会的共通
資本を相互に関連づけながら、住民の能力向上、人的資源の整合、文化の発展を通じて、
自律的に内生（内発的に発展）していくという方法が、有効な開発手法たり得る可能性が
確認された。 
 退耕還林に対する適応戦略は、プロジェクトの開始以前は地方政府の一方的な発想及び
農家の世帯単位での個別な試みに留まっていた。結果として古勝村では、出稼ぎの他は有
力な選択肢を見出せず壁に突き当たっていた。 
 NGO が活動を始めてから、世帯単位の戦略を補完する形で、集団的な適応制度が試みら
れるようになった。村民集会が頻繁に開かれるようになり、集落単位で生活インフラ整備、
自然保護、畜産振興、茶樹や栗の栽培、市場開拓などが企画・運営されるようになった。
伝統文化と地元の知識を活用しながら、外部ネットワーカーから市場経済・工業化社会の
知恵をも吸収した。住民の学習能力・生活能力・管理能力・行動能力・思考能力がともに
向上し、地域住民全員の参加、協同主義、自主管理などを求める「農民生態産業経済発展
協会」という新しい組織形態を作り出し、住民たちは退耕還林後の生活に希望を見出すよ
うになってきた。 
第三に、NGO との協働によって、相互不信を増大させつつあった政府と農民のあいだに、
信頼関係の回復が見られた。農民の立場も政府の立場も、客観的に理解できる NGO が、う
まく両者のあいだを取り持ったといえるだろう。農民・NGO・政府の三者間の協働関係が
軌道にのりつつある。 
中国ではいまだ農村 NGO、環境 NGO の活動が脆弱であるが、農村レベルでの草の根
NGO による内発的な発展プロジェクトを活性化させることは、政府のプロジェクトを補完
し、それを成功に導くためにも有用であることを、一連の事例分析は示している。 
本論文の思考枠組み（paradigm）であるクリティカルサイエンスは、理論モデルの構築
と、その検証を行うものではなく、中国政府の退耕還林へ政策の当否を、異なる自然、社
会的環境で形成されている農業地域で、個別の農家経済から検証を試みたものである。 
二つの農村地域社会での事例分析結果を、他の農村地域社会に普遍的に適用することは
困難であろう。しかし、論者が指向する内発的発展論に依拠するならば、地球上すべての
社会に適応することのできる「一般理論」として構築された近代化論に対して、それぞれ
多様で個性を持つ複数の小地域の事例を記述し、比較することを通して、一般化の度合い
の低い仮説あるいは類型をつくっていく試み（鶴見 1999 年）と評価することができよう。  
クリティカルサイエンスもまた、科学性と法則性に立脚しなくてはならない。本論文の
論旨の客観性を期するためには、「それぞれ多様で個性をもつ複数の小地域の事例の記述」
が退耕還林政策の現場に即してひき続き試みられなくてはならない。また、調査対象農家
経済の動態分析が十分な精緻さとサンプル数には達していないことも要注意である。継続
して補完調査を望みたい。 
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古勝村と馬家坪村の農家インタビューは、従来ごく局地的に行われてきた少数世帯を対
象としたサンプル調査に比較して、一つの村で多数の村民への聞き取り調査、受け入れ側
農民の意識調査例として、おそらく前例のない試みである。情報セクターの統制と管理が
厳しい中国の地域社会から引き出した生活者の本音の情報として出色である。 
政府の退耕還林政策が、農家の植林に対するインセンティブにはなったが、それが 8 年
後の地域社会の発展へのモティベーションにつながらなかったと論者は判断している。そ
して食糧補助終了後の再開墾という事態の発生が強く懸念される、開発度のより低い古勝
村を選んで、論者は貴州省の地元の NGO と協力して、農民のやる気を引き出し、政府と農
民の協力関係を再構築しながら、退耕還林を成功に導くためのパイロットプロジェクトに
着手し、相互参加型リサーチ法を用いて本論文の事例研究の核心部としている。三年に亘
る継続調査でプロジェクトに確定的な評価を試みるのは尚早であるが、硬直した停滞・貧
困社会で地域発展の新たなパラダイムを志向する試みは、論文の独創性、実践性の観点か
ら評価に値する。 
論者は現地調査当時、中国政府農務省で日本による対中農業 ODA の受け入れを担当して
おり、「援助政策」が必ずしも地域の持続的な発展につながらないことを痛感し、本論文の
課題を設定するに至った。中国政府は調査現場の古勝村で論者たちが試みた「協働」の成
果に注目し、古勝村を「社会主義新農村」すなわち、将来の中国農村の望ましい発展モデ
ルに指定した。この点からもクリティカルサイエンスを志向する本論は、論理性、批判性、
実践性に於いて、一定の水準を満たしているとみなすことが妥当である。以上の点を総合
して、審査員は全員一致して、本論文は独創的な問題設定、独自の時間をかけた相互参加
型リサーチ、分析の方法論、社会開発政策の前進への実践的意義等の諸点において、学術
的貢献はきわめて大きいものと判断した。よって審査委員会は、口述試験の場で指摘され
たいくつかの技術的な点の訂正を前提として、本論文を課程博士（学術）号の授与にふさ
わしい業績と認定し、委員会に報告する。 
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